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第 1章 相続税と所得税の二重課税問題 
 
第 1 節 不動産の値上り益に係る二重課税問題 
相続税と所得税との二重課税問題については、所得税法 9 条 1 項 16 号（以下、当該非
課税規定という。）において、二重課税を排除することを趣旨として規定が設けられている
1。現実的には、当該非課税規定の争訟事案において、長崎の年金事件2（最高裁判決、平













 （図 1） 
相続税→
         相続人に対して、相続税課税
所得税→



















 第 2 節 問題の提起 
 第 1 項 二重課税の意義4 


































いては、所得税法 9 条 1 項 16 号によれば、相続税と所得税との二重課税については、所















































 第 3 節 相続税における時価課税制度 








  第 1 項 相続税の沿革22 
  １．相続税の創設 




















  ３．みなし譲渡課税の廃止による取得価額の引き継ぎ制度への移行 
 昭和 27 年の税制改正によって、被相続人の保有期間中に生じた値上り益に関しては、
みなし譲渡課税（所得税法 5 条の 2）が廃止されたことにより、取得価額の引き継ぎ制度
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  第 1 項 みなし譲渡課税の沿革 
 ここでは、譲渡所得の趣旨、そして所得税法 59 条に規定されている、みなし譲渡課税
の沿革について明らかにする。その上で、現行のみなし譲渡課税について検討する。 
１．譲渡所得の趣旨 







   ２．みなし譲渡課税の沿革48 
 みなし譲渡所得の課税制度については、所得税法 59 条と、60 条によって定められてい
る49。ここでは、59 条について、規定の創設から改正の内容や趣旨を明らかにする。また、
租税特別措置法 39 条についても、その創設からの変遷を確認する。 
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  (1)所得税法 59 条50 
 ①創設51 
みなし譲渡課税は、昭和 24 年のシャウプ使節団 日本税制報告書（いわゆる「シャウプ
勧告」52）によりおこなわれた、昭和 25 年 法律 第 71 号の「所得税法の一部を改正する
法律」によって、はじめて設けられた53。創設当初の規定では、「相続、遺贈または贈与に
よる資産の移転があった場合には、その時の価額により、これらの資産の譲渡があったも










昭和 27 年 法律 第 53 号における改正57によって、所得税法 5 条の 2 の「相続」と、相
続人に対する遺贈の場合の、みなし譲渡課税が廃止された。廃止とともに、この改正によ
り、相続人が取得した資産は、相続人が引き続きこれを保有していたものとみなす、取得















昭和 29 年 法律 第 52 号における改正によって、包括遺贈の場合のみなし譲渡課税が廃
止された。 
④死因贈与のみなし譲渡課税の廃止 
昭和 33 年 法律 第 100 号における改正62によって、相続人に対する死因贈与の場合のみ
なし譲渡課税が廃止された。 
⑤みなし譲渡課税の選択制の導入 
















































































昭和 46 年における改正によって、相続税法 19 条の規定の適用に係る贈与（相続開始前
3 年以内に贈与された資産で相続税の対象となるもの）で、すでにみなし譲渡所得の課税
がされた資産についても、所得税法 59 条 1 項による、みなし譲渡所得の課税された資産
と同様の事情があると考えるため、適用除外に含めることが明らかにされた。 











   ⑤適用期間の延長 
平成 6 年における改正によって、創設時は、相続税の申告書の提出期限の翌日以後 2 年
以内とされていた適用期間が、申告書の提出期限の翌日以後 3 年以内の譲渡に係るものに
延長された。 
  ⑥相続時精算課税制度の創設に伴う改正 
平成 15 年における改正によって、相続時精算課税制度の創設に伴う、この規定の適用
対象資産が改められた。 
  ⑦土地等に対応する相続税相当額の対象価額に関する見直し 














対し、所得税を課税するという制度である（所得税法 59 条 1 項76）。 
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一方、譲渡所得の金額は、所得税法 33 条 1 項において「当該所得に係る総収入金額か
ら当該所得の基因となった資産の取得費及びその資産の譲渡に要した費用の額の合計額を









し、その代わり「取得価額の引き継ぎ」の方法（所得税法 60 条 1 項）によって受贈者、
相続人等がその資産を譲渡した段階で、前所有者（贈与者、被相続人等）の保有期間中の




  第 2 項 取得価額の引き継ぎ制度 
 ここでは、所得税法 60 条に規定されている取得価額の引き継ぎ制度に関する変遷を明
らかにする。その上で、本論文における二重課税問題について検討する。 




















昭和 42 年 5 月 31 日 法律 第 20 号における改正によって、60 条中「場合における」の
下に「事業所得の金額、」が加えられた。 
(3)みなし譲渡課税の選択制廃止と強制的な取得価額の引き継ぎ制度への移行 














   ２．取得価額の引き継ぎ制度への移行理由と本論文における二重課税問題 

















































 第１節 二重課税問題かどうかが争われた事例 
 相続により取得した不動産を譲渡した場合における譲渡所得税が、相続税と所得税の二
重課税に当たるとして、争訟されている事案については、次の二事案がある。 
 １．東京地裁 平成 25 年 6 月 20 日判決、東京高裁 平成 25 年 11 月 21 日判決 
事件名：更正をすべき理由がない旨の通知処分取消請求事件 
 ２．東京地裁 平成 25 年 7 月 26 日判決、東京高裁 平成 26 年 3 月 27 日判決 
事件名：所得税更正処分取消請求控訴事件 
 
第 1項 平成 25年 6月 20日東京地裁判決に係る事件 
 この事件では、相続した土地を譲渡した相続人が、当該土地に係る含み益のうち、被相
続人が所有していた期間に係るものについては、所得税法の非課税規定（所得税法 9 条 1





 平成 25 年 6 月 20 日第一審判決（平成 24 年（行ウ）第 243 号）94 
     判決要旨 請求棄却。控訴。 
(2)東京高等裁判所 
平成 25 年 11 月 21 日控訴審判決（平成 25 年（行コ）第 268 号）95 











 Ｘは、平成 22 年 3 月 12 日、渋谷税務署長に対して、総所得金額を 698 万 6949 円、分
離長期譲渡所得の金額を 1416 万 1846 円、上場株式等の譲渡所得金額を 216 万 4882 円、
納付すべき税額を 164 万 900 円とする平成 21 年分の所得税の確定申告をした。その後、
Ｘは、平成 23 年 3 月 2 日、渋谷税務署長に対して、分離長期譲渡所得の金額を零円、還

































































  (1)東京地方裁判所 
 平成 25 年 7 月 26 日第一審判決（平成 24 年（行ウ）第 354 号）104 
     判決要旨 請求棄却。控訴。 
(2)東京高等裁判所 
 平成 26 年 3 月 27 日控訴審判決（平成 25 年（行コ）第 320 号）105 














 Ｘは、平成 21 年 9 月 26 日、第三者Ｄとの間で、本件物件 1 を代金 3000 万円で譲渡す
る契約を締結し、同日、代金の一部である 200 万円を受領した。Ｘは、同年 10 月 27 日、
本件物件 1 を引き渡すとともに、残代金 2800 万円を受領した。また、Ｘは、平成 21 年
11 月 7 日、第三者Ｅとの間で、本件物件 2 を代金 1150 万円で譲渡する契約を締結し、同
日、代金の一部である 100 万円を受領した。Ｘは、同月 13 日、本件物件 2 を引き渡すと
ともに、残代金 1050 万円を受領した。 
 そして、Ｘは、平成 22 年 3 月 15 日、鎌倉税務署長に対して、本件各譲渡について、分
離長期譲渡所得の金額を 754 万 3871 円と記載した所得税に係る申告書を提出した。さら




平成 22 年 7 月 21 日、鎌倉税務署長に対して、本件各不動産に係る譲渡所得のうち、すで
に相続税の課税対象となった経済的価値と同一の経済的価値については、本件非課税規定
により、譲渡収入金額から排除すべきであるとして、本件各譲渡に係る所得金額を零円、
納付すべき税額 76 万 1900 円を超える部分を取り消す、平成 21 年分の所得税の更正の請
求をした。 
 この更正の請求は、本件各不動産の譲渡収入金額 4150 万円には、相続税の課税対象と
なる経済的価値（相続税評価額）と同一の経済的価値 4020 万 3150 円（亡夫Ａの取得価額
2906 万 1496 円と亡夫Ａの保有期間中の増加益 1114 万 1654 円の合計額）が含まれてい
るが、これは本件非課税規定によって非課税とされた所得が実現したものであるから、本






















































































続時点における無償で財産を取得したことによる所得（但し、所得税法 9 条 1 項により非
課税所得となる。）のほか、②相続人の保有期間中の増加益に限られるべきであり、被相続
人の保有期間中の増加益は相続人の所得を構成しないはずである。」としている。さらに、






















































  ４．二重課税該当説について 

































































   ３．山下学教授の評釈127 
 山下教授は、「本事案においては、過去に相続により取得し、その時に相続税が課されて
いた財産を今回譲渡しているのであるから、譲渡時においては『相続により取得するもの』

































ながらも、「所得税自体が、相続税と所得税の二重課税を排除するために、所得税法 9 条 1
































































































































いる。そして、その評釈の前半141では、所得税法 59 条、60 条は、いずれも「譲渡があっ
たとするみなし規定ではなく、譲渡自体があったことを前提として、その譲渡価格が『そ
の時における価額に相当する金額』によるものであったとみなしている規定である。」とし
て、所得税法 59 条、60 条は、所得税法 36 条にいう「別段の定め」と理解すべき旨を指
摘している。さらに、「所得税法 36 条が、あくまでも、計算規定であることから考えれば、
その別段の定めの性質自体も計算規定であると理解することは、条項の意味からも調和が
とれているように思われる。」としている142。その上で、「所得税法 36 条は、同法 9 条 1
項の各号の規定の適用を排除するという関係にあるとはいえない。それは、所得税法 9 条
が収入の観念を前提としている規定であることからすれば、当然である。」として、「所得







雑則、そして、第 6 編の罰則となっている。次に、各編を詳細にみると、第 1 編の総則に
は、第 1 章の通則により所得税の趣旨や用語についての定義が規定されて、その後に納税
義務、課税所得の範囲、所得の帰属に関する通則、そして、第 5 章の納税地について、規









入金額と取得費に関する別段の定めとして、第 59 条と 60 条が規定されているのである。
こうした条文の構成によっても、酒井教授の評釈が適切であることが確認できる。 





















































そして、品川名誉教授は、所得税法 9 条 1 項 16 号の非課税規定が、本件のような相続
により取得した不動産を譲渡した場合には及ばない、と判断した本判決は、「その判断に説
得力があるとも考えられない。」と疑問視している。さらに、「本件不動産の値上り益につ


















 また、所得税法 9 条 1 項 16 号の非課税規定と、60 条 1 項の課税の繰延べ規定との関係
については、いずれの評釈においても無関係である旨が指摘されている。このことは、筆
者も同じ考え方であり、本件二重課税問題には、直接影響するものではないと、筆者は考
えている。60 条 1 項は、シャウプ勧告により創設された、みなし譲渡課税の規定が、その
38 
 
後の改正の変遷によって変更されてきた結果である。しかし、9 条 1 項は、シャウプ勧告
により改正された当時の非課税規定のままである。この沿革の違いからも、両方の規定に
直接的な関係がないことは明白ではないだろうか。 
仮に、両方の規定が無関係で、直接影響するものでなくても、現状における 9 条 1 項と








第 4項 小括 
 本件二重課税問題については、以前から議論はされており147、ごく最近のわずかな期間
































の問題点を精査する。一時所得に関する非課税規定（所得税法 9 条 1 項 16 号）は、多く
の学説において、相続による財産の無償移転に対する二重課税を排除するためとされてい





















第 1項 実質的二重課税 
   １．形式的二重課税に該当せず 
 文理解釈においては、二重課税に当たらないとする結論にいたった。このことは、筆者






ことは、次の 2点からも明らかである。1 点目は、政府税制調査会が昭和 38 年 12 月 6 日
の「所得税法及び法人税法の整備に関する答申」によって、相続税と所得税の二重課税問



































税とが税率 100%を上回って課税される（相続税の最高税率 70%と、所得税の最高税率の 2














め、第 4 項で精査する。 
 





 前節において、二重の負担という問題点を指摘しているのは、次の 2 つの学説である。

















  ４．本件二重課税問題における 2 つの問題 























第 2項 限定的みなし譲渡課税 






































第 3項 取得価額の引き継ぎ 











指摘している。したがって、こうした学説は、現行の 60 条 1 項における問題点を明示し
ている見解である、と筆者は考える。 






い学説では、60 条 1 項が課税の繰延べを定めているからといって、9 条 1 項 16 号の非課
税規定の適用を排除しているものではない、と指摘している。さらに、こうした学説にお

















































 以上のことから、60 条 1 項も、問題を解決するためには、59 条と同様に、改正すべき
であると考える。この改正に関する詳細については、次章で考察する。 
 




































所得税法における対応策としては、59 条及び 60 条を改正する方向で検討したいと考え
る。その具体的な調整方法としては、以下の 3 点について検討する。 






























3 点目は、現行の租税特別措置法 39 条を改正する方法である。この方法は、相続時に相
続税の課税価格に算入された不動産については、当該不動産の譲渡所得の金額を計算する
上で、当該不動産の相続税評価額を取得費として控除する方法である。また、2 点目と同
















・法定相続人の数（基礎控除額が 3600 万円）    1 人 
・被相続人の当該不動産に係る取得価額  50,000,000 円 
・当該不動産の相続税評価額       100,000,000 円 
・その他の財産、債務の価額            0 円 
・相続人の当該不動産に係る譲渡対価   115,000,000 円 



















調整方法 みなし譲渡課税 債務 相続税額 譲渡所得税 相続人負担額
現状の課税方式 - - 12,200,000 13,000,000 25,200,000
みなし譲渡課税の復活 10,000,000 10,000,000 9,200,000 6,000,000 25,200,000
税額控除の新設 0 0 12,200,000 800,000 13,000,000
相続税評価額による取得費 0 0 12,200,000 3,000,000 15,200,000
被相続人の取得価額 50,000,000     相続税額の計算
当該不動産の相続税評価額 100,000,000 　　(100,000,000-36,000,000)×0.3-7,000,000=12,200,000


























調整方法 みなし譲渡課税 債務 相続税額 譲渡所得税 相続人負担額
現状の課税方式 - - 12,200,000 13,000,000 25,200,000
みなし譲渡課税の復活 10,000,000 10,000,000 9,200,000 6,000,000 25,200,000
税額控除の新設 0 0 12,200,000 800,000 13,000,000
相続税評価額による取得費 0 0 12,200,000 3,000,000 15,200,000
みなし譲渡の債務控除 0 10,000,000 9,200,000 13,000,000 22,200,000
被相続人の取得価額 50,000,000     相続税額の計算
当該不動産の相続税評価額 100,000,000 　　(100,000,000-36,000,000)×0.3-7,000,000=12,200,000























































































































                                                   










一審の長崎地裁平成 18 年 11 月 7 日判決（訟務月報 54 巻 9 号 2110 頁）は、Ｘの請求を
容認した。一審判示によれば、年金受給権は相続税法 3 条 1 項 1 号にいう「保険金」に該
当するため、その後の個々の年金に所得税を課税することは、実質的・経済的には同一の
所得に関して二重に課税するものである。したがって、所得税法 9 条 1 項 15 号（現 16 号）
の趣旨により許されないものとして、本件更正等全部を取り消した。しかし、控訴審の福
岡高裁平成 19 年 10 月 25 日判決（訟務月報 54 巻 9 号 2090 頁）は、一審とは逆にＸの請
求を棄却した。控訴審判示によれば、本件年金は、相続税が課される年金受給権とは法的
に異なるものである。したがって、相続税法 3 条 1 項 1 号にいう「保険金」には該当しな
いとして、本件処分を適当と認めた。このような下級審判決の対立に対し、最高裁平成 22




ついての若干の考察」『税大研究資料第 92 号 研究科論文集 第 5 分冊（資産税編）』 税




税の概念」『法学研究』72 巻 2 号、慶応義塾大学法学研究会、1999 年、1 頁以下。金子宏
監修 『租税法辞典』 中央経済社、2001 年、203 頁以下。本間拓巳 「所得税と相続税の
課税関係に関する考察」『日税研究賞入選論文集 第 31 回』 公益財団法人日本税務研究セ
ンター、2008 年、91 頁。竹城輝彦 「相続財産の移転に伴う課税関係」『租税資料館賞受
賞論文集第 19 回中巻』 租税資料館、2010 年、70 頁など。 
5 金子宏監修 『法律学小辞典（第 4 版補訂版）』 有斐閣、2008 年、981 頁。 
6 井出文雄 『新稿 近代財政学 第 3 改訂版』 税務経理協会、1976 年、383-384 頁。 
7 同上、383-384 頁。 
8 金子宏 『租税法（第 20 版）』 弘文堂、2015 年、84 頁。 
9 竹城、前掲書 4、70 頁。 
10 同上、70 頁。 
11 志賀櫻 「再説・相続税と所得税の『二重課税』に関する最高裁判例」『税経通信』 税
務経理協会、2011 年、71 頁。 
12 小林栢弘 「個人年金保険（生命保険）に係る所得税及び相続税・贈与税について」『週
刊税務通信』2969 号、税務研究会、2007 年、46 頁以下。 
13 同上、46 頁以下。 
14 いわゆる、サラリーマン税金訴訟において、昭和 60 年 3 月 27 日大法廷判決は、「いか
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なる場合に、どの範囲で、どのような方法・手続によって二重課税を排除するかは、国家
財政、社会経済、国民所得、国民生活等の実態についての正確な資料を基礎とする立法府




るものの課税関係について」『税経通信』63 巻 3 号、税務経理協会、2008 年、234 頁。 
15 志賀、前掲書 11、26 頁。 
16 例えば、雇用保険法、国民年金法等の社会保障法。水野忠恒 『租税法（第 5 版）』 有
斐閣、2011 年、150 頁。 
17 同上、150 頁。 
18 同上、150 頁。 
19 同上、151 頁。 
20 金子、前掲書 8、225 頁。 
21 水野、前掲書 16、156 頁。 
22 相続税の沿革については、次の文献によっている。武田昌輔監修 『DHC コンメンター
ル相続税法』 第一法規、1981 年、53 の 2-3 頁。 
23 その時の理由は、戦費調達のための非常時特別法であったとされるが、そのまま遺産税
方式の租税制度として定着したといわれる。水野、前掲書 16、632 頁。 













所得の増加にほかならないとする考え方も成り立つ」のである。水野、前掲書 16、630 頁。 
25 武田、前掲書 22、53 の 2-3 頁。 
26 同上、53 の 2-3 頁。 
27 同上、53 の 2-3 頁。 
28 水野教授によれば、「遺産取得税は、相続財産に応じて相続税負担が配分される。さらに、
取得者への富の集中を排除することができるという利点がある」としている。水野、前掲








夫他 『基礎から学ぶ現代税法』 財経詳報社、2013 年、191 頁。 
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30 武田、前掲書 22、53 の 2-3 頁。 
31 同上、53 の 2-3 頁。 
32 同上、53 の 2-3 頁。 
33 同上、53 の 2-3 頁。 
34 同上、53 の 2-3 頁。 
























続実務が相続税評価額によっていることを指摘している。金子、前掲書 8、618 頁。 












42 同上、253 頁。 






                                                                                                                                                     
実に有償譲渡の可能性があるものをいう」と解されている。岸田、前掲書 29、79 頁。 
45 譲渡とは、有償であると無償であるとを問わず〔ママ〕所有権その他の権利の移転を広
く含む観念で、売買や交換はもとより、競売、公売、収用、物納、現物出資等が、それに
含まれる。金子、前掲書 8、238 頁。 






（昭和 23 年所得税法第 10 条 1 項）したがって、相続、遺贈又は贈与により取得した資産
は、相続人、受贈者又は受遺者が引続きこれを有していたものとみなす（昭和 23 年所得税
法第 10 条 5 項）こととされていた。前田継男 「みなし譲渡課税制度の変遷をめぐって」
『研究科論文集 第 3 分冊（資産税編）』税大研究資料第 145 号、税務大学校、1980 年、
13 頁。 
48 昭和 25 年にシャウプ税制が発足するまで、わが国の所得税におけるキャピタル・ゲイン
に対する課税は、わずか 4 年間の歴史をもつにすぎなかった。すなわち、昭和 21 年に特定
の資産の譲渡所得が課税の対象とされ、その課税の対象となる資産の範囲が拡大されなが
ら、昭和 24 年まで続いたのである。しかしながら、昭和 20 年までは一部の例外を除き、
譲渡所得に対しては、所得税は課税されないこととされていた。第 2 次世界大戦後、昭和
21 年に臨時利得税が廃止され、臨時利得税の課税対象であった個人の譲渡利得は、昭和 21
年 3 月 3 日以後におこなわれた譲渡に係るものから、新たに分類所得税の課税対象とされ、
所得税法において譲渡所得に対する課税制度が創設された。同上、6-11 頁。 












  一 贈与（法人に対するものに限る。）または相続（限定承認に係るものに限る。）若 
   しくは遺贈（法人に対するもの及び個人に対する包括遺贈のうち限定承認に係るも 
のに限る。） 
 二 著しく低い価額の対価として政令で定める額による譲渡（法人に対するものに限 
る。） 





51 武田、前掲書 1、4293-4295 頁。 
 昭和 25 年 法律 第 71 号（所得税法） 
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第 5 条の 2  相続、遺贈又は贈与により第 9 条第 1 項第 7 号又は第 8 号に規定する資
産の移転があった場合においては、相続、遺贈又は贈与の時において、その時の価額によ























て、譲渡所得の全額課税制度が採用された（昭和 25 年所得税法第 9 条 2 項）。同上、16-23
頁。 
55 髙田治樹 「相続財産を譲渡した場合の相続税とキャピタル・ゲイン課税の調整につい
て」『税務大学校論叢』34 巻、税務大学校、1999 年、312 頁。 
56 前田、前掲書 47、5 頁。 





同条 第 2 項が削除された。 
58 注解所得税法研究会編 『注解 所得税法(五訂版)』 一般財団法人大蔵財務協会、2011
年、630 頁。 
59 同上、630 頁。 
60 前田、前掲書 47、55-56 頁。 
61 髙田、前掲書 55、314 頁。 
62 第 5 条の 2 第 1 項が、次のように改正された。 
「贈与により」から「贈与（相続人に対する贈与で被相続人たる贈与者の死亡により効力
を生ずるものを除く。）」に改正された。 
63 税制調査会 「税制調査会答申及びその審議の内容と経過の説明」1961 年 12 月、546
頁。 
64 前田、前掲書 47、87-88 頁。 
61 
 
                                                                                                                                                     
65 国税庁 『国税速報 改正税法のすべて』 一般財団法人大蔵財務協会、1973 年、23-24
頁。髙田治樹氏も同様の指摘をしている。髙田、前掲書 55、316 頁。 
66 武田、前掲書 1、4301 頁。 
67 租税特別措置法 39 条 相続又は遺贈（贈与者の死亡により効力を生ずる贈与を含む。以




第 21 条の 15 第 3 項又は第 21 条の 16 第 4 項の規定により控除される金額がある場合に
は、当該金額を加算した金額とする。）があるものが、当該相続の開始があった日の翌日
から当該相続に係る同法第 27 条 1 項又は第 29 条 1 項の規定による申告書（これらの申
告書の提出後において同法第 4 条に規定する事由が生じたことにより取得した資産につ
いては、当該取得に係る同法第 31 条 2 項の規定による申告書）の提出期限の翌日以後 3
年を経過する日までの間に当該相続税額に係る課税価格（同法第 19 条又は第 21 条の 14
から第 21 条の 18 までの規定の適用がある場合には、これらの規定により当該課税価格
とみなされた金額）の計算の基礎に算入された資産（当該相続又は遺贈による移転につ
き所得税法第 59 条 1 項の規定の適用があったものを除く。）を譲渡した場合における譲








令で定める書類の提出があった場合に限り、第 1 項の規定を適用することができる。 
4 第 1 項の規定の適用を受けた個人が相続税法第 32 条 1 項の規定による更正の請求を行
ったことにより第 1 項の相続税額が減少した場合において、当該相続税額が減少したこ
とに伴い修正申告書を提出したこと又は更正があったことにより納付すべき所得税の額
については、所得税に係る国税通則法第 2 条 8 号に規定する法定納期限の翌日から当該
修正申告書の提出があった日又は当該更正に係る同法第 28 条 1 項に規定する更正通知書
を発した日までの期間は、同法第 60 条第 2 項の規定による延滞税の計算の基礎となる期
間に算入しない。 
68 武田、前掲書 1、7322 頁。 
69 同上、7322 頁。 
70 同上、7325 頁。 
71 国税庁 『国税速報 改正税法のすべて』 一般財団法人大蔵財務協会、1970 年、62 頁。 
72 武田、前掲書 1、7325 頁。 
73 税制調査会 「長期税制のあり方についての答申及びその審議の内容と経過の説明」 、
1968 年 7 月、166 頁。 









                                                                                                                                                     
た事情から、何らかの調整を講ずるべきである。」という結論が得られた。この場合の調整




















75 前田、前掲書 47、86 頁。 










77 武田、前掲書 1、4296 頁。 
78 同上、4296 頁。 
79 同上、4313 頁。 
80 所得税法 60 条 居住者が次に掲げる事由により取得した前条第 1 項に規定する資産を 
 譲渡した場合における事業所得の金額、山林所得の金額、譲渡所得の金額または雑所得 
 の金額の計算については、その者が引き続きこれを所有していたものとみなす。 
  一 贈与、相続（限定承認に係るものを除く。）または遺贈（包括遺贈のうち限定承認 
   に係るものを除く。） 
 二 前条第 2 項の規定に該当する譲渡 




81 武田、前掲書 1、4314 頁。 
82 前田、前掲書 47、87-88 頁。 
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83 同上、87-88 頁。 
84 60 条 1 項各号が次のように改められた。 
 一 贈与、相続（限定承認に係るものを除く。）または遺贈（包括遺贈のうち限定承認に
係るものを除く。） 
 二 前条 第 2 項の規定に該当する譲渡 
 また、60 条 第 2 項中の「前条 第 1 項 各号に掲げる贈与、相続若しくは遺贈または譲渡」
から「前条 第 1 項 第 1 号に掲げる相続または遺贈」に改められ、「で同項の規定の適用が
あったもの」が削られた。 
85 前田、前掲書 47、88 頁。 
86 同上、88 頁。 
87 松隈秀雄氏監修 『戦後日本の税制』 東洋経済新報社、1959 年、91 頁。 
88 同上、96 頁。 
89 前田、前掲書 47、89 頁。 
90 同上、89 頁。 










一審の長崎地裁平成 18 年 11 月 7 日判決（訟務月報 54 巻 9 号 2110 頁）は、Ｘの請求を
容認した。一審判示によれば、年金受給権は相続税法 3 条 1 項 1 号にいう「保険金」に該
当するため、その後の個々の年金に所得税を課税することは、実質的・経済的には同一の
所得に関して二重に課税するものである。したがって、所得税法 9 条 1 項 15 号（現 16 号）
の趣旨により許されないものとして、本件更正等全部を取り消した。しかし、控訴審の福
岡高裁平成 19 年 10 月 25 日判決（訟務月報 54 巻 9 号 2090 頁）は、一審とは逆にＸの請
求を棄却した。控訴審判示によれば、本件年金は、相続税が課される年金受給権とは法的
に異なるものである。したがって、相続税法 3 条 1 項 1 号にいう「保険金」には該当しな
いとして、本件処分を適当と認めた。このような下級審判決の対立に対し、最高裁平成 22
年 7 月 6 日第三小法廷判決（判例時報 2079 号 20 頁、平成 20 年（行ヒ）第 16 号）は、一
審判決同様、本件更正処分は違法である旨を判示した。 
93 奥谷健 「相続税と所得税による『二重の負担』」『立命館法学』352 号（6 号）、立命館






納税者敗訴で決着」『週刊Ｔ＆Ａmaster』No.584、新日本法規出版、2015 年 3 月 2 日号。 
97 裁判所裁判例情報、前掲注 94。 
98 同上。 
99 同上。 
100 「所得税法及び法人税法の整備に関する答申」 政府税制調査会、昭和 38 年 12 月 6 日。 
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Vol.45 №10、財経詳報社、2013 年、16 頁。 
102 同上、17 頁。 
103 同上、17 頁。 
104 判例集未登載。東北大学大学院法学研究科公法判例研究会ホームページを参照。
http://www.law.tohoku.ac.jp/research/publiclaw/syotokuzei.pdf（2014.10.19 アクセス） 
105 TKC 法律情報データベース。文献番号 25505627（2015.04.07 アクセス）。 
106 平成 27 年 1 月 16 日 最高裁（第二小法廷）において、上告不受理決定との記載がされ
ている。山口敬三郎 「相続土地の売却益に対する譲渡所得課税と相続税の二重課税（上）」
『税理 8』Vol.58 №10、ぎょうせい、2015 年、134 頁。 
107 東北大学大学院法学研究科公法判例研究会ホームページ、前掲注 104。 





109 東北大学大学院法学研究科公法判例研究会ホームページ、前掲注 104。 
110 TKC 法律情報データベース、前掲注 105。 
111 品川芳宣 「〈判例解説〉相続により取得した不動産に係る譲渡所得税と相続税の二重
課税問題」『TKC 税研情報』VOL.22 №6、TKC 税務研究所、2013 年、53 頁。 
112 同上、53 頁。 
113 同上、53 頁。 
114 国は、急遽、租税法学を専門とする大学教授及び准教授 8 名によって構成される「最高
裁判決研究会」を発足させて、同研究会から、平成 22 年最判の射程が不動産のような他の






2013 年、19-24 頁。 
116 金子名誉教授の評釈については、次の著書によっている。金子、前掲書 8、273-274 頁。 
117 金子名誉教授の注書きによれば、「この問題については、渕圭吾 「相続税と所得税の関
係－所得税法 9 条 1 項 16 号の意義をめぐって」『ジュリスト』№1410、有斐閣、2010 年、
12 頁。篠原克岳 「相続税と所得税の関係について－『生保年金二重課税事件』を素材とし
た考察－」『税務大学校論叢』74 巻、税務大学校、2012 年、1 頁を参照」としている。 
118 金子名誉教授の注書きによれば、「この点については、伊川正樹 「譲渡所得税と相続税




                                                                                                                                                     
有期間中の増加益に相当する部分が所得税法 9 条 1 項 15 号所定の非課税所得に該当しない















釈 ③変更解釈 ④反対解釈 ⑤類推解釈 そして最終的に⑥勿論解釈 といった、様々








有斐閣、2013 年、8-9 頁。 










産の値上がり益の非課税所得該当性」『TKC 税研情報』 TKC 税務研究所、2014 年、1-15
頁。 
125 奥谷健教授の評釈については、次の論文によっている。奥谷健 「税金裁判の動向 相
続税と所得税の二重課税」『税務ＱＡ』 税務研究会、2013 年、65-69 頁。 
126 二重の負担問題については、次の論文によっている。奥谷、前掲書 93、110 頁以下。 
127 山下学教授の評釈については、次の論文によっている。山下学他 「相続税と所得税の







                                                                                                                                                     
租税実体法の解釈から租税行政に係る行政法からの解釈もある。」と説明している。同上、
88-99 頁。 
129 増田英敏教授の評釈については、次の論文によっている。増田、前掲書 124、1-15 頁。 
130 「二重課税は、理論的には形式的二重課税と実質的二重課税に分類できるであろう」と





原告である納税者の敗訴が確定したのである。電子版 プレミアム税務、前掲書 96。 
133 図子善信教授の評釈については、次の論文によっている。図子善信 「新・判例解説
Watch 相続した財産を譲渡した場合の譲渡所得課税は相続税との二重課税に当たるか」
『法学セミナー増刊』15 号、日本評論社、2014 年、245-248 頁。 
134 東京地裁 平成 25 年 6 月 20 日判決、判決要旨 請求棄却、控訴。（平成 24 年（行ウ）
第 243 号） 
東京高裁 平成 25 年 11 月 21 日判決、判決要旨 控訴棄却、上告（最高裁にて受理を審





『税研』№173、公益財団法人日本税務研究センター、2014 年、95 頁。 
 品川名誉教授は、上記の評釈の中で、次のように指摘している。「本件譲渡のような場合




法 9 条 1 項 15 号（現 16 号）の適用がないことを明確にするか、平成 22 年最判の文言を額
面どおり受け留めて〔ママ〕、所得税法 9 条、59 条及び 60 条の関係を、もう一度整理する
必要があるものと考えられる。」 
136 酒井克彦教授も、「所得税法 60条 1項 1号が課税の繰延べを規定しているからといって、
それは、本事件における非課税規定の適用を排除するものではない。平成 22 年最高裁判決
の射程範囲が議論される本事件は、きわめて重要な論点を提示している。」と評釈している。
酒井、前掲書 101、15-22 頁。 
137 伊川正樹教授の評釈については、次の論文によっている。伊川正樹 「譲渡所得税と相
続税との調整」『税法学』572 号、清文社、2014 年、3-22 頁。 
138 奥谷健教授に関する評釈でも触れたように、伊川教授は、「二重の負担」に関しては、
次の論文を引用している。奥谷、前掲書 93、110 頁以下。 
139 山口敬三郎税理士の評釈については、次の論文によっている。山口敬三郎 「相続土地
の売却益に対する譲渡所得課税と相続税との二重課税（下）」『税理 10』Vol.58 №12、ぎょ
うせい、2015 年、110 頁。 
140 酒井克彦教授の評釈については、次の論文によっている。酒井克彦 「相続した土地の
含み益への譲渡所得税の二重課税問題（上、下）」『税務事例』Vol.45 №10、11、財経詳報
社、2013 年、1-10 頁、15-22 頁。 
141 評釈の前半は、次の論文によっている。酒井克彦 「相続した土地の含み益への譲渡所




                                                                                                                                                     
 岡村忠生 「収入金額に関する一考察」『法学論叢』158 巻 第 5･6 号、京都大学法学会
2006 年、207 頁。石島弘 「課税権と課税物件の研究」『租税法研究』第 1 巻、信山社、
2003 年、127 頁。 
143 岸田貞夫 『所得課税法の基礎知識』 税務経理協会、2000 年、23 頁。 
144 評釈の後半は、次の論文によっている。酒井、前掲書 101、15-22 頁。 
145 品川芳宣名誉教授の評釈については、次の 2 つの論文によっている。 




本的解決になっていないという議論がある」。髙田、前掲書 55、323 頁。 
147 例えば、高津、前掲書 3、1 頁以下、参照。 
148 北野弘久編 「譲渡担保と譲渡所得課税」『判例研究 日本税法体系 3』 学陽書房、1980
年、64 頁。 
149 北野弘久名誉教授によれば、次の通りである。「まず、旧所得税法の規定について、最
判昭 43 年 10 月 3 日（最判集 92 号 797 頁）、次いで、最判昭 47 年 12 月 26 日（民集 26
巻 10 号 2083 頁）、さらに、現行所得税法の規定について、最判昭 50 年 5 月 27 日（民集
29 巻 5 号 641 頁）、その他、最判昭 53 年 2 月 16 日（判例時報 885 号 113 頁）において、
判示している。また、下級審の判例も、おおむね増加益清算説を採っている」。同上、64-66
頁。 
150 同上、66 頁。 
151 同上、66 頁。 
152 末永英男 「最高裁判決『長崎年金二重課税事件』批判」『会計専門職紀要』第 2 号、 
熊本学園大学大学院会計専門職研究科、2011 年、28 頁。 
153 酒井克彦 「個別税法間に介在する二重課税問題（下）」『税務事例』Vol.40 №3、 財
経詳報社、2008 年、53-54 頁。 











備に関する答申」、昭和 38 年 12 月 6 日。 
157 最高裁判決研究会とは、国が、平成 22 年 7 月 6 日の最高裁判決を受けて、急遽、租税
法学を専門とする大学教授及び准教授 8 名によって発足させた研究会である。同研究会か
ら、平成 22 年 10 月 22 日に、「『最高裁判決研究会』報告書~『生保年金』最高裁判決の射
程及び関連する論点について~」という報告書が提出されている。 
158 品川、前掲書 111、53 頁。 
159 こうした見解は、次の論文によっている。井出、前掲書 6、384 頁。 
160 国税庁、前掲書 71、62 頁。 










前掲書 1、7325 頁。 
163 この見解については、次の論文によっている。前田、前掲書 47、86 頁。 
164 二重の負担問題については、次の論文によっている。奥谷、前掲書 93 年、110 頁以下。 
165 奥谷、前掲書 125、69 頁。 
166 同上、69 頁。 
167 同上、69 頁。 
168 伊川、前掲書 137、8 頁。 
169 同上、8 頁。 













171 この見解については、次の論文を参照。前田、前掲書 47、88 頁。 
172 この見解については、次の論文を参照。同上、88 頁。 
173 渋谷雅弘 「シャウプ勧告における所得税―譲渡所得を中心として―」『シャウプ勧告 
50 年の軌跡と課題 租税法研究』第 28 号、 有斐閣、2000 年、68-69 頁。 
174 同上、68-69 頁。 
175 同上、68-69 頁。 
176 同上、68-69 頁。 
177 税制調査会、前掲書 157、6 頁。 
178 山下、前掲書 127、98 頁。 
179 同上、98 頁。 
180 同上、98 頁。 
181 伊川、前掲書 137、4 頁。 
182 同上、4 頁。 
183 同上、4 頁。 
184 同上、4 頁。 
185 髙田、前掲書 55、323 頁。 
しかし、「・・・という議論がある」と述べていることから、誰かの解釈を引用していると
考えられるが、その引用元は示されていない。 
186 山下、前掲書 127、98 頁。 
187 同上、98 頁。 
188 髙田、前掲書 55、327 頁。 
69 
 
                                                                                                                                                     
189 同上、327 頁。 
190 前田、前掲書 47、52 頁以下。 
191 石弘光名誉教授は、2015 年 6 月 1 日付けの日本経済新聞において、「日本の税制はその
場しのぎの利益誘導の積み重ねで今の形になった。必要なのはあるべき税の姿を示すこと
だ」と述べている。石弘光 「つぎはぎ改革 限界」『日本経済新聞』、2015 年 6 月 1 日、
3 面。 
192 日本経済新聞 「空き家相続、売却で減税 3000 万円の控除検討」、2015 年 11 月 20 日、
4 面。 
193 産業構造審議会の産業金融部会「第 2 回産業金融機能強化のための金融所得課税のあり
方に関する検討小委員会議事要旨」、2003 年 12 月 12 日。 
194 増井良啓 「所得税法 59 条と 60 条の適用関係」『税務事例研究』96 号、公益財団法人
日本税務研究センター、2007 年、55 頁。 
195 渋谷雅弘 「相続・贈与と譲渡所得課税（譲渡所得の課税）」『日税研論集』Vol.50、公
益財団法人日本税務研究センター、2002 年、150 頁。 
196 渡辺裕泰 「相続税廃止の世界的潮流と日本」『税経通信』67 巻 6 号、税務経理協会、
2012 年、17-22 頁。 
197 財務省 「平成 20 年度税制改正の要綱」、2008 年 1 月 11 日。 
198 岸田貞夫 「社会環境の変化と現行所得課税の整合性」『税理 10』Vol.58 №12、ぎょう
せい、2015 年、106 頁、 
199 同上、106 頁、 
200 同上、106 頁、 





浅野祐二 「譲渡所得に対する二重利課税方式の採用」『租税資料館賞受賞論文集 第 21 回
上巻』 租税資料館、2012 年 
新井隆一 「税法解釈の基本的姿勢」『税研』№138、公益財団法人日本税務研究センター、
2008 年 
伊川正樹 「譲渡所得税と相続税との調整」『税法学』572 号、清文社、2014 年 
池本征男 「相続財産である土地を譲渡した場合の所得税と相続税の二重課税」『国税速報
6293 号』 一般財団法人大蔵財務協会、2013 年 
石島弘  「課税権と課税物件の研究」『租税法研究』第 1 巻、信山社、2003 年 
泉美之松 『所得税法の読み方 ―所得税法の基礎―』 東京教育情報センター、1988 年 





植松守雄主編 「注解所得税法 28」『会計ジャーナル』 第一法規、1977 年 
占部裕典 「相続財産の評価(1)－土地」『租税判例百選 第 4 版』 有斐閣、2005 年 
大塚正民 「みなし譲渡制度に関するシャウプ勧告とアメリカ税制との関連（1）」『税法学』
306 号、三晃社、1976 年 
大塚正民 「みなし譲渡制度に関するシャウプ勧告とアメリカ税制との関連（2）」『税法学』
307 号、三晃社、1976 年 
岡村忠生 「収入金額に関する一考察」『法学論叢』158 巻 第 5･6 号、京都大学法学会 2006 
     年 
奥谷健  「相続税の課税根拠と課税方式」『税法学』561 号、清文社、2009 年 
奥谷健  「相続税と所得税による『二重の負担』」『立命館法学』6 号（352 号)、立命館
大学法学部、2013 年 
http://www.ritsumei.ac.jp/acd/cg/law/lex/13-6/005%20okuya.pdf（2015.04.12 アクセス） 
奥谷健  「相続税と所得税の二重課税」『税務 QA』 税務研究会、2013 年 
金子宏  「租税法における所得概念の構成」『所得概念の研究』 有斐閣、1995 年 
金子宏監修 『租税法辞典』 中央経済社、2001 年 
金子宏監修 『法律学小辞典（第 4 版補訂版）』 有斐閣、2008 年 
金子宏  『租税法（第 20 版）』 弘文堂、2015 年 
神山弘行 「譲渡所得における取得費の引継ぎ」『租税判例百選 第 5 版』 有斐閣、2011 
     年 
岸田貞夫 『所得課税法の基礎知識』 税務経理協会、2000 年 
71 
 
岸田貞夫他 『現代税法の基礎知識（23 年度改正対応版）』 ぎょうせい、2011 年 
岸田貞夫他 『基礎から学ぶ現代税法』 財経詳報社、2013 年 
岸田貞夫 「社会環境の変化と現行所得課税の整合性」『税理 10』Vol.58 №12、ぎょうせ
い、2015 年 
北野弘久編 「譲渡担保と譲渡所得課税」『判例研究 日本税法体系 3』 学陽書房、1980 
     年 
木村弘之亮 「二重課税の概念」『法学研究』72 巻 2 号、慶応義塾大学法学研究会、1999 
     年 
清永敬次 「譲渡所得の意義」『租税判例百選第 2 版』 有斐閣、1983 年 
吉良実  「税法上の課税所得論（1）」『税法学』304、三晃社、1976 年 
国税庁  『国税速報 改正税法のすべて』 一般財団法人大蔵財務協会、1970 年 
国税庁  『国税速報 改正税法のすべて』 一般財団法人大蔵財務協会、1973 年 
小塚真啓 「譲渡所得の意義」『租税判例百選 第 5 版』 有斐閣、2011 年 
小林栢弘 「個人年金保険（生命保険）に係る所得税及び相続税・贈与税について」『週刊
税務通信』2969 号、税務研究会、2007 年 
小林栢弘 「相続税法第 7 条の『著しく低い価額の対価』をめぐる判決（東京地裁 19・8・
















酒井克彦 「租税法条文の読み方」『税大ジャーナル』 税務大学校研究部、2013 年（講演
録） http://www.nta.go.jp/ntc/kenkyu/journal/saisin/sakai2.pdf（2014.05.15
アクセス） 
佐藤英明 『スタンダード所得税法』 弘文堂、2009 年 
72 
 
産業構造審議会 産業金融部会 「第 2 回産業金融機能強化のための金融所得課税のあり方
に関する検討小委員会議事要旨」2003 年 12 月 12 日 
http://www.meti.go.jp/kohosys/committee/summary/0002020/（2015.10.27 アクセス） 
佐藤義行 「譲渡所得に対する課税の趣旨と所得税法 33 条 1 項にいう『資産の譲渡』の意
義」『判例時報 判例評論』第 202 号、判例時報社、1975 年 
志賀櫻  「相続税と所得税の『二重課税』」『税経通信』 税務経理協会、2010 年 
志賀櫻  「再説・相続税と所得税の『二重課税』に関する最高裁判例」『税経通信』 税
務経理協会、2011 年 
品川芳宣 「資産の無償等譲渡をめぐる課税と徴収の交錯（1）」『税理 1』 ぎょうせい、2004 
     年 
品川芳宣 「資産の無償等譲渡をめぐる課税と徴収の交錯（2）」『税理 2』 ぎょうせい、2004 




題」『T&A master』370 号、新日本法規出版、2010 年 
品川芳宣 「相続により取得した不動産に係る譲渡所得税と相続税の二重課税問題」『TKC




察－」『税務大学校論叢』74 巻、税務大学校、2012 年 
渋谷雅弘 「シャウプ勧告における所得税―譲渡所得を中心として―」『シャウプ勧告 50





白崎浅吉 「相続財産評価の考え方」『別冊税経通信 資産性と事例研究』 税務経理協会、
1983 年 









図子善信 「新・判例解説 Watch 相続した財産を譲渡した場合の譲渡所得課税は相続税と
の二重課税に当たるか」『法学セミナー増刊』15号、日本評論社、2014年 
芹澤光春 「含み益を有する相続財産の譲渡に係る所得税と相続税の調整について」『納税
協会 第 10 回「税に関する論文」入選論文』 公益財団法人納税協会連合会、2014
年 
税制特別調査会 「相続税制度改正に関する答申」、1957 年 12 月 
税制調査会 「当面実施すべき税制改正に関する答申（税制調査会第一次答申）及びその
審議の内容と経過の説明」、1960 年 12 月 
税制調査会 「税制調査会答申及びその審議の内容と経過の説明」、1961 年 12 月 
税制調査会 「長期税制のあり方についての答申及びその審議の内容と経過の説明」、1968
年 7 月 
税制調査会 「『最高裁判決研究会』報告書~『生保年金』最高裁判決の射程及び関連する
論点について~」、2010 年 10 月 22 日 
髙田治樹 「相続財産を譲渡した場合の相続税とキャピタル・ゲイン課税の調整について」
『税務大学校論叢』34 巻、税務大学校、1999 年 
高津吉忠 「相続税・贈与税と所得税との接点をめぐる諸問題についての若干の考察」 
  『税大研究資料第 92 号 研究科論文集 第 5 分冊（資産税編）』 税務大学校、1973 
  年 
竹下重人 「譲渡所得課税の二、三の問題点」『シュトイエル』№100、三晃社、1970 年 
竹城輝彦 「相続財産の移転に伴う課税関係―相続税と所得税の課税の交錯の問題を中心
に―」『租税資料館賞受賞論文集 第 19 回 中巻』 公益財団法人租税資料館、2010
年 
武田昌輔監修 『DHC コンメンタール相続税法』 第一法規、1981 年 
武田昌輔監修 『DHC コンメンタール所得税法』 第一法規、1983 年 
武田昌輔 「相続税の改善構想」『税研』№52、公益財団法人日本税務研究センター、1993 
     年 
注解所得税法研究会編 『注解 所得税法(五訂版)』 一般財団法人大蔵財務協会、2011 年 
電子版 プレミアム税務 「二重課税最判、納税者敗訴で決着」『週刊Ｔ＆Ａmaster』No.584、
新日本法規出版、2015年 3月 2日号 
中里実  「みなし譲渡と時価主義」『日税研論集』50 号、公益財団法人日本税務研究セン
ター、2002 年 








法 5 条の 2 第 1 項」『シュトイエル』№36、三晃社、1965 年 
林修三  『法令解釈の常識』 日本評論社、1999 年 
一杉直  「みなし譲渡所得」『別冊税経通信 資産性と事例研究』 税務経理協会、1983 
     年 
渕圭吾  「相続税と所得税の関係 －所得税法 9 条 1 項 16 号の意義をめぐって」『ジュリ
スト』№1410、有斐閣、2010 年 
本間拓巳 「所得税と相続税の課税関係に関する考察」『日税研究賞入選論文集 第 31 回』 
公益財団法人日本税務研究センター、2008 年 
前田継男 「みなし譲渡課税制度の変遷をめぐって」『税大研究資料第 145 号 研究科論文
集 第 3 分冊（資産税編）』 税務大学校、1980 年 
増井良啓 「譲渡所得課税における納税協力」『日税研論集』50 号、 公益財団法人日本税
務研究センター、2002 年 
増井良啓 「所得税法 59 条と 60 条の適用関係」『税務事例研究』96 号、公益財団法人日
本税務研究センター、2007 年 
増田素  「相続税・贈与税と所得税が交錯する場合の二重課税問題とその調整の方向性
について―長崎保険年金事件を題材にして―」『第 2 回新日本法規財団 奨励賞
【会計・税制分野】』 新日本法規、2012 年 
増田英敏 「2 つの最高裁判決の意義と射程－武富士事件と長崎年金事件の検証」『税務弘
報』 中央経済社、2011 年 
増田英敏 『リーガルマインド租税法〔第 4 版〕』 成文堂、2013 年 
増田英敏 「TKC 租税判例研究会実施結果報告 相続時までの資産の値上がり益の非課税所
得該当性」『TKC 税研情報』 TKC 税務研究所、2014 年 
松隈秀雄監修『戦後日本の税制』 東洋経済新報社、1959 年 




三木義一 「最高裁年金二重課税判決の論理と課題」『税経通信』65 巻 10 号、税務経理協
会、2010 年 
三木義一 『よくわかる税法入門〔第 6 版〕』 有斐閣、2012 年 
三木義一、末崎衛 『相続・贈与と税〔第 2 版〕』 信山社、2013 年 
水野忠恒 「所得税と相続税の交錯－非課税もしくは課税繰り延べとされる所得」『ジュリ
スト』№1020、有斐閣、1993 年 
水野忠恒 『租税法（第 5 版）』 有斐閣、2011 年 
75 
 
水野忠恒 「非課税所得－生保年金二重課税事件」『租税判例百選 第 5 版』 有斐閣、2011 
     年 
山口敬三郎 「相続土地の売却益に対する譲渡所得課税と相続税との二重課税（上）」『税
理 8』Vol.58 №10、ぎょうせい、2015 年 
山口敬三郎 「相続土地の売却益に対する譲渡所得課税と相続税との二重課税（中）」『税
理 9』Vol.58 №11、ぎょうせい、2015 年 
山口敬三郎 「相続土地の売却益に対する譲渡所得課税と相続税との二重課税（下）」『税
理 10』Vol.58 №12、ぎょうせい、2015 年 
山下学他 「税務論文 相続税と所得税の二重課税をめぐる税政策学的提言」『税理 1』 ぎ
ょうせい、2014年 
山下学  「『税地政学』の提唱」『税経通信』 税務経理協会、2015 年 










渡辺裕泰 「相続税廃止の世界的潮流と日本」『税経通信』67 巻 6 号、税務経理協会、2012 
































学籍番号 １１４ＭＰ００５ 名前 菅野 直嘉 
 
